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平
成
２１
年
度
予
算

　
三
豊
市
は
、
「
自
主
・
自
立
」
を
基
本
理
念
に
、
　
豊
か
さ
　
を
み
ん
な
で
育
む
市
民
力

都
市
・
三
豊
を
将
来
像
と
定
め
、
三
豊
市
新
総
合
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。
予
算
編
成
に
あ

た
っ
て
は
、
こ
の
新
総
合
計
画
に
掲
げ
ら
れ
た
主
要
事
業
や
ま
ち
づ
く
り
指
標
を
成
し
遂
げ

る
た
め
、
実
施
計
画
第
１
期
目
の
年
に
相
応
な
予
算
と
な
る
よ
う
編
成
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
昨
年
度
か
ら
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
が
施
行
さ
れ
、
財

政
の
健
全
化
を
判
断
す
る
た
め
の
指
標
を
公
表
し
て
い
ま
す
が
、
三
豊
市
は
、
実
質
公
債
費

比
率
、
将
来
負
担
比
率
が
県
下
8
市
中
、
健
全
度
第
２
位
と
い
う
財
政
健
全
化
の
位
置
を
今

後
と
も
確
保
し
て
い
く
よ
う
努
め
、
か
つ
「
中
期
財
政
計
画
」
で
示
し
て
い
る
、
計
画
最
終

年
度
財
政
規
模
２
３
０
億
円
へ
の
道
筋
を
堅
固
に
と
ら
ま
え
な
が
ら
、
基
礎
的
財
政
収
支
の

黒
字
化
を
絶
対
的
条
件
と
し
て
積
極
的
か
つ
効
果
的
な
予
算
編
成
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。

　
以
上
に
よ
り
新
年
度
の
予
算
は
、
新
総
合
計
画
の
着
実
な
実
践
と
、
基
礎
的
財
政
収
支
と

投
資
的
経
費
の
相
対
的
関
係
に
着
目
し
た
要
素
が
関
連
し
て
形
付
け
ら
れ
る
予
算
規
模
と
な

り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、「
中
期
財
政
計
画
」
に
基

づ
き
経
常
経
費
の
見
直
し
を
重
ね
た
一
方

で
、「
三
豊
市
新
総
合
計
画
」
実
施
計
画
の

一
年
目
に
あ
た
り
、
詫
間
中
学
校
屋
内
運

動
場
の
建
設
な
ど
投
資
的
経
費
に
積
極
的

に
予
算
を
配
分
し
た
結
果
、
平
成
２０
年
度

当
初
予
算
総
額
と
比
べ
、
金
額
で
4
億

8,
0
0
0
万
円
、
率
に
し
て
1
・
9
％

増
の
2
5
9
億
3,
0
0
0
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、行
政
改
革
大
網
と
３
つ
の

指
針
に
基
づ
き
経
常
経
費
の
見
直
し
を
重

ね
た
一
方
で
、
「
三
豊
市
新
総
合
計
画
」

実
施
計
画
の
一
年
目
に
あ
た
り
、
詫
間
中

学
校
屋
内
運
動
場
の
改
築
な
ど
投
資
的
経

費
に
積
極
的
に
予
算
を
配
分
し
た
結
果
、

平
成
２０
年
度
当
初
予
算
総
額
と
比
べ
、
金

額
で
４
億
８,
０
０
０
万
円
、
率
に
し
て

１.９
％
増
の
２
５
９
億
３,
０
０
０
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
予
算
の
う
ち
、
市
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
市

税
な
ど
の
自
主
財
源
は
、
歳
入
総
額
の
３
７
・
８
％
で

あ
り
、
こ
の
う
ち
市
税
は
、
市
民
税
（
法
人
分
）
に
お

い
て
急
激
な
景
気
悪
化
の
影
響
を
受
け
、
前
年
度
に
比

べ
２.２
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
土
地
造
成
事

業
特
別
会
計
の
剰
余
金
２
億
６,
１
０
０
万
円
お
よ
び
三

観
広
域
の
と
が
み
園
委
譲
に
伴
う
還
付
金
２
億
４,
５
４

８
万
９
千
円
に
よ
り
諸
収
入
が
大
き
く
伸
び
て
い
ま

す
。

　
ま
た
、
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
割
り
当
て
ら
れ

た
り
す
る
依
存
財
源
は
、
歳
入
総
額
の
６
２
・
２
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

は
前
年
度
の
実
績
や
合
併
支
援
、
地
方
財
政
計
画
を
考

慮
し
前
年
度
に
比
べ
３.２
％
の
増
が
見
込
め
る
こ
と
な
ど

か
ら
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
繰
り
入
れ
を
行
わ
な
い
こ

と
と
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
平
成
２１
年
度
末
の
財
政

調
整
基
金
残
高
は
、
５４
億
５,
６
２
５
万
６
千
円
と
な

る
見
込
み
で
す
。

　
ま
た
、
市
の
「
借
金
」
で
あ
る
市
債
に
つ
い
て
は
臨
時

財
政
対
策
債
や
合
併
特
例
債
な
ど
交
付
税
措
置
の
あ
る

有
利
な
も
の
に
限
定
し
、
前
年
度
に
比
べ
５
億
８,
４
０

０
万
円
増
の
２４
億
２,
４
２
０
万
円
発
行
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
が
、
基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ

ラ
ン
ス
）
は
黒
字
を
堅
持
し
て
い
ま
す
。

歳
　
入

依
存

財

源

地方交付税

97　5,000万円億

分担金・負担金
使用料・手数料

8　3,055　2万　千円億

諸収入

11　8,074　8千円万億

県支出金

14　5,201　5万 千円億

国庫支出金

12　2,076　2万 千円億

3.6%

4.7%

5.6%

各種交付金

9　5,200万円億

9.3%

3.2%

4.6%
37.6%

0.8%

市債

24　2,420
（　　　％増）31.7

市税

75　8,046　1千円万億

29.2%

（　　％減）2.2

歳　入
億  千万円259 3
（　　％増）1.9

（　　％増）2.5

（　 　％増）80.5

（　　　％減）75.6

（　　％増）3.2

（　　 ％減）10.6

（　　 ％減）15.4

（　 ％増）1.9

（　　％減）1.6

万円億1.4%地方譲与税

3　5,370万円億

1　8,556　2千円万億

財産収入・寄附金
繰入金・繰越金

※（　）は前年度予算額との
　比較です。

37.8%

（　　％減）2.0

97　7,732　3千円万億

62.2%

（　　％増）4.4

161　5,267　7千円万億

一
般
会
計

２
５
９
億
３,
０
０
０
万
円

“

”

自
主

財

源
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歳
出
予
算
の
う
ち
義
務
的
経
費
は
、
そ

の
支
出
が
義
務
づ
け
ら
れ
任
意
に
節
約
が

で
き
な
い
経
費
の
こ
と
で
、
歳
出
予
算
総

額
の
４
４
・
０
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ

の
う
ち
人
件
費
に
つ
い
て
は
「
総
人
件
費

の
削
減
に
関
す
る
方
針
」
に
基
づ
く
退
職

者
の
原
則
不
補
充
に
よ
る
減
員
効
果
や
人

事
考
課
制
度
の
導
入
な
ど
に
よ
り
、
人
件

費
総
額
で
は
前
年
度
に
比
べ
４.５
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
扶
助
費
は
障
害
者
自
立
支
援
や

児
童
扶
養
手
当
の
増
な
ど
に
よ
り
前
年
度

に
比
べ
３.２
％
の
増
、
公
債
費
に
つ
い
て
は

市
債
発
行
の
抑
制
や
前
年
度
に
高
金
利
借

入
金
の
繰
上
償
還
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り

前
年
度
に
比
べ
８.９
％
の
減
と
な
っ
て
お

り
、
市
債
残
高
は
平
成
２１
年
度
末
に
は
約

２
８
２
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
投
資
的
経
費
は
、
道
路
や
施
設
な
ど
の

整
備
に
要
す
る
経
費
で
す
が
、
前
年
度
に

比
べ
２
７
・
４
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
太
陽
光
発
電
装
置
を
備
え
た

詫
間
中
学
校
屋
内
運
動
場
改
築
事
業
を
は

じ
め
、
国
営
農
地
防
災
事
業
や
仁
尾
港
施

設
整
備
、「
水
と
緑
の
美
し
い
ま
ち
づ
く
り

事
業
」
と
し
て
個
人
設
置
型
合
併
浄
化
槽

の
整
備
、
市
道
の
整
備
な
ど
『
三
豊
市
新

総
合
計
画
』
実
施
計
画
に
計
上
さ
れ
た
事

業
に
着
手
す
る
と
と
と
も
に
、
既
存
公
共

施
設
の
安
全
性
確
保
の
た
め
道
路
や
学
校

な
ど
の
市
民
サ
ー
ビ
ス
根
幹
施
設
の
改
修

を
行
う
な
ど
、
安
全
安
心
の
ま
ち
づ
く
り

の
た
め
に
限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
的
か
つ

効
果
的
配
分
を
行
い
ま
し
た
。

　
そ
の
他
経
費
の
う
ち
補
助
費
等
に
つ
い

て
は
市
税
還
付
金
や
一
部
事
務
組
合
負
担

金
の
減
お
よ
び
「
補
助
金
等
の
見
直
し
に

関
す
る
指
針
」
に
基
づ
き
見
直
し
を
行
っ

た
結
果
、
前
年
度
に
比
べ
７.３
％
の
減
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
物
件
費
の
増
や
公
共
施

設
整
備
基
金
へ
の
積
立
金
の
増
お
よ
び
新

た
に
開
設
す
る
商
品
券
事
業
特
別
会
計
へ

の
繰
出
金
の
計
上
な
ど
に
よ
り
、
そ
の
他

経
費
全
体
で
前
年
度
に
比
べ
２.７
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
出

■特別会計

■企業会計

地域農産物利用促進センター事業

商品券事業

国民健康保険事業

国民健康保険診療所事業

老人保健事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

介護サービス事業

集落排水事業

浄化槽整備推進事業

港湾整備事業

４６,０００

２１５,５００

８,０４８,０００

１７４,６００

６,０７２

１,７７７,５００

５,７９５,０００

８４,４００

１６８,０００

２１２,０００

４１,０００

１６,５６８,０７２

２,１７９,２７７

１,７２３,１４６

３,９０２,４２３

水道事業

病院事業（永康病院・西香川病院）

合　　計

合　　計

人件費

60　8,201　3万　千円億

扶助費

22　4,926　7万　千円億

繰出金

29　9,798　4万 千円億

10　1,647　7万 千円億

1　1,401　5万 千円億

積立金・貸付金

投資および出資金・予備費

公債費

30　8,197　4万 千円億

物件費

43　5,957　2万　千円億

補助費等

維持補修費

27　8,664万円億

普通建設事業費
災害復旧費

32　4,205　8万　千円億

性質別歳出

※（　）は前年度予算額との
　比較です。

（単位：千円）

（単位：千円）

3.9%

11.6%

0.5%

8.6%

23.5%

44.0%43.5%

10.7%

16.8%

12.5%

12.5%

11.9%

（　　％減）4.5

（　　％減）7.3

（　　％増）6.7

（　　％減）4.3（　　％増）2.7

（　　％減）8.9

（　　％増）3.2

（　　％減）3.5

（　　 ％増）51.0

（　　％増）8.0

（　　　％増）27.4（　　　％増）27.4

（　　 ％増）27.4

義

投資的経費

その
他

経

費

務
的

経

費

114　1,325　4千円　万億112　7,468　8千円万億

32　4,205　8万　千円億

総務費

41　7,348　6千円万億

災害復旧費・諸支出金・予備費

16.1%

民生費

71　4,467　6千円万億

27.5%

教育費

公債費

議会費

衛生費

25　4,788　2千円万億

農林水産業費

15　2,243　5千円万億

15　5,405　2千円万億

42　6,824　8千円万億

30　8,197　4千円万億

10　8,663　9千円万億

商工費・労働費

2　2,299　3万 千円億

3,614　2千円万 2　9,147　3万 千円億

土木費

消防費

9.8%

5.9%

0.9%

6.0%

4.2%

1.1%
0.1%

16.5%

11.9%

目的別歳出

億  千万円259 3

歳 出
億  千万円259 3
（　　％増）1.9


